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Abstract
Japan’s Cabinet approved a new basic energy plan pursuant to the Basic Act on 
Energy Policy. The plan is the ﬁ rst since the nuclear disaster in Fukushima. It sets 
the basic direction in line with three fundamental principles securing of a stable 
supply, environmental suitability and utilization of market mechanisms. However it 
avoids setting a specific goal for a desirable ratio of energy sources for Japan, 
including oil, gas, nuclear power and renewable energy.
This paper is to review the plan.
エネルギー政策基本法に基づくわが国の「エネルギー基本計画」（第 3回











































1890-1900 5.8 3.1 1.86
1900-1910 2.8 2.4 1.16
1910-1920 5.8 3.8 1.54
1920-1930 3.1 2.0 1.60
1930-1940 6.7 4.4 1.54
1940-1944 -4.4 -0.6 6.99 終戦（1945）
1946-1955 9.5 10.0 0.95 朝鮮特需（～ 1955）
1956-1964 9.8 9.9 1.00 高度経済成長期（～ 1973）
1965-1973 10.9 8.9 1.22 第一次石油危機（1973）
1974-1980 0.5 3.9 0.14 第二次石油危機（1979）
1980-1990 2.0 4.7 0.43 バブル経済
1990-2000 1.4 1.1 1.25 平成不況
2000-2010 -0.2 0.4 -0.56 リーマンショック（2008）
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エネルギー政策基本法は，1991 年のバブル崩壊後，「失われた 20 年」と
よばれる平成不況，経済停滞期に入り，1990 年代後半からのデフレーショ
ンが続いていた 2002 年に成立した。





































































































当初のエネルギー基本計画は 2003 年 10 月に策定され，閣議決定のうち，
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図表 7．2000 年以降の原油価格（NYMEX WTI 価格）の推移
　　資料：石油便覧
図表 8．1980 年以降の原油価格（NYMEX WTI 価格）の推移




現在，石油価格は 1バレルあたり 100 ドルを超えている。2008 年のリー
マンショックによって原油価格は下降したが，今や 21 世紀に入ってからの
石油価格上昇ペースに戻り，1バレル 100 ドルの水準が続いている。
第 1 次石油危機では，原油アラビアンライトの公示価格が 1973 年から
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図表 10．「エネルギー政策基本法」と「エネルギー基本計画」（平成 26年 4月改訂）
作成：大澤正治
































原油 天然ガス 石炭 LPガス
中東依存度 83％ 29％ 0％ 83％
ホルムズ海峡依存度 80％ 24％ 0％ 81％
資料：総合資源エネルギー調査会基本政策分科会第 4回会合資料 1『国際エネルギー
















88％ 129 日 171％

























































資料： 総合資源エネルギー調査会基本政策分科会第 4回会合資料 1『国際エネルギー
需給構造の変化を踏まえた中長期的な資源確保戦略について』，平成 25 年 9 月
図表 16．一般電気事業者の電気料金の推移（平成 7年度～）
資料： 総合資源エネルギー調査会基本政策分科会第 5回会合資料 1『電力システム改








の安定供給（Energy）を第一とし，経済効率性の向上（Economic Eﬃ  ciency）
による低コストでのエネルギー供給を実現し，同時に，環境への適合
（Environment）を図るため，最大限の取り組みを行うことである（基本計















































































































 「エネルギー基本計画」（2014 年改訂）第 2章に基づき大澤正治作成
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図表 18．エネルギー基本計画（2014 年改訂）に示された電源のベストミックス



































































































































































































































エネルギーの開発目標を 2009 年 8 月に策定した「長期エネルギー需給見通












































































る国際情勢について』，平成 25 年 8 月より）
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